
 

 

 
回   答   書 

 

  2022 年 11 月 18 日 

 

令和４年度「京都ｴｺﾉﾐｯｸｶﾞｰﾃﾞﾆﾝｸﾞ支援強化事業 サポート事業」＜ドローン等の無人航空機

及び AI を活用した脱炭素化事業の可能性調査業務＞について、次の項目の質問に回答いたし

ます。 

 

（回答者）公益財団法人京都産業 21 イノベーション支援部 

 

No 
該当資

料名 
頁 質 疑 事 項 回答 

1 

見積合

わせ案

件 

1 

「⑤消費税及び地方消費

税の納税証明書（写し

可）」については、設立 1

年未満の企業も提出が必

要となるか。 

「⑤消費税及び地方消費税の納税証明書（写

し可）」は、法人の場合、「納税証明書「その３の

３」（「法人税」と「消費税及地方消費税」に未納

の税額がないこと）」をご提出下さい。 

上記資料は設立 1 年未満の企業でも証明書を

請求することは可能ですので、ご提出いただき

ますようお願いします。 

 


